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はじめに 

 

漂着ごみの回収･処理対策を総合的かつ効果的に進めていくには、現在、我が国の海岸に存

在する漂着ごみの現存量・分布及び季節変化等の基礎情報を把握する必要があります。 

本調査では、 

①地方公共団体、既存の民間団体による調査結果等の活用・解析による、漂着ごみの全国

的な現存量・分布等の推定 

②我が国の漂着ごみの状況を把握する上で必要な地点における、漂着ごみの種類及び年間

漂着量の把握 

を行い、全国的・経年的な漂着ごみの状況の把握を行いました。 

また、発生抑制を促進するため、普及啓発やデポジット制等の事例調査を行いました。 

末筆ながら、本調査に多大な協力を頂きました、検討会の検討員、海岸管理者、関係行政

機関、NPO 法人等、地域住民、環境省の方々に、心から感謝申し上げます。 
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Ⅰ章 調査概要 
1  調査の概要 
1.1 調査の目的 

漂着ごみ対策を適切に進めていくには、現在我が国の海岸に存在するごみの現存量・分布を

把握する必要がある。また、今後必要な発生源対策の検討、海域における海洋ごみの状態を把

握のためには、漂着ごみの年間又は季節あたりの漂着物量（漂着速度または漂着フラックス）

を把握することが重要である。前者については、これまで回収が行われていない海岸における

現存量の情報が整理されていないこと、後者については、日本全国的に一定の管理された方法

で継続的に行われた調査がないため、これらの情報を一定の確からしさを確保しながら求める

ことは、現状ではできていない。 

このため、本調査は、漂着ごみの全国的なごみの現存量・分布、漂着ごみの年間又は季節あ

たりの漂着物量（漂着速度または漂着フラックス）を把握するため、地方公共団体、既存の民

間団体による調査等を活用するとともに、我が国の漂着ごみの状況を把握する上で必要な地点

において、漂着ごみのモニタリングを行うことにより、全国的・経年的な漂着ごみの状況把握

を行うことを目的とする。この際、東日本大震災に伴って多くの海岸漂着物が発生したことに

充分留意して把握を行う。 

 

1.2 これまで 3年度分の調査での成果 

本年度は、平成 22 年度からの継続調査で、4年度目となる。 

① 海岸漂着物量把握調査（我が国の海岸に存在する漂着物量の把握のための調査） 

地方公共団体、既存の民間団体による調査等を活用し、全国の平均現存量を求める方法

を検討し、これらを算出するとともに、誤差要因に関する課題を検討した。 

② モニタリング調査（漂着ごみの年間及び季節あたりの漂着物量（漂着速度）の把握のた

めの調査） 

全国 7海岸で現地調査を実施し、年間及び季節あたりの漂着フラックスを推定するとと

もに、今後の課題と改善点を検討した。 

 

1.3 本調査の構成 

本調査の構成は、以下のとおりである 

A. 海岸漂着物等に係る調査･  

① 我が国の海岸に存在する漂着物量の把握のための調査 

② 漂着ごみの年間あたりの漂着物量(漂着速度)の把握のための調査 

③ 改善点の検討と整理 

④ 有害な漂着物の整理及びその効果的な調査方法の検討 

⑤ 検討会の開催 

⑥ 都道府県による海岸漂着物処理推進法施行状況及び地域 GND 基金事業実施調査結果の

整理・分析 

⑦ 海岸漂着物対策専門家会議及び海岸漂着物対策推進会議で使用する資料の作成 

⑧  

B. 原因究明・発生抑制対策に係る調査･  

⑨ 漂着ごみ原因究明・発生源対策モデル調査 

⑩ デポジット・リファンド制に関する調査 

⑪ 検討会の開催 

⑫ 海岸漂着物に係る活動団体用普及啓発ノミンフレット(日・英)の作成 

 

 

なお、調査の計画、実施、結果の検討に当たっては、検討会の指導・助言のもとに実施した。 
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1.4 検討会の実施 

専門家による検討会を組織し、全ての調査内容について、専門家による検討を踏まえて調査

を実施した。検討会は３回実施した。 

 

1.5 調査工程 

本調査の工程を表 1-1に示す。 

 

表 1-1 工程表 

 
 

 


